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1 営業の理論研究として、石井・嶋口他（1995）は、次の 3 つのアプローチを整理している。第 1 は顧客
との信頼関係を形成するプロセスの研究、第 2 は交換志向的から関係志向的マーケティングの研究、パー
ソナル・セリングにおける認知的研究である。 





3 組織ルーティンは、市場環境の安定・不安定に関係なく進展し（Massini. et. al., 2002）、ルーティンを
いかに形成するかは組織にとって重要な課題となる（Axelrod and Cohen, 1999）。第 1 は、意思決定論的
な観点から、組織ルーティンは反復的な「実行プログラム」であるとともに、組織行動の信頼性を形成す
経営情報研究 第 19 巻第 2 号(2012 年 2 月)，1－18 ページ 






















                                                                                                                                                        
るもの（March and Simon, 1958）や、組織的意思決定の基本的要因である（Cyert and March, 1963）と
見なされている。第 2 は、進化経済学の観点から、ルーティンは組織の技能と能力であり、企業の進化に
とって重要な要因であるという見方が提示された（Nelson and Winter, 1982）。第 3 は、資源ベース（RBV）
の観点から、ルーティンが企業組織のダイナミック・ケイパビリティに貢献するものと位置づけられた
（Teece and Pisano, 1994）。さらに、ダイナミック組織ルーティン（Mezzia and Glynn, 1993; 大月, 2004）
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対比させて、組織ルーティンも 3 つのレベルに分けてとらえられる。 
 第 1 の「定常業務」に相当するのが、「作業ルーティン」である。ルーティンは組織能力の
主要な源泉であり（Cohen and Bacdayan, 1994）、組織ルーティンそのものの安定と定着を図
る基盤となるものであると考えられる。 
 第 2 の「非定常業務」に相当するのが、「管理的業務ルーティン」である。業務の計画化と
標準化によって、作業ルーティンの修正と調整を図るものである。管理的業務には意思決定の




力を達成する（Miles, et. al., 1998）ものであるととらえられる。 

















４．１ B 社の概要 
 B 社は、社員教育パッケージツール（教材販売・診断テスト等）の販売と、人事情報システ
ム開発を主な事業として展開する会社である。全正社員数は 149 名であり、コンサルティング
営業担当者は全社員の約半数に当たる 81 名である。81 名のうち 52 名は東京オフィスの所属
であり、残りの 29 名は、名古屋、大阪、福岡にオフィスの所属である。社員教育パッケージ
ツール開発を担当するスタッフ部門は 28 名であり、人事情報システム開発を担当するスタッ
フ部門は 19 名である。また管理部門・営業事務部門の正社員が 21 名と派遣社員 23 名の構成
となっている。 
 営業担当者の平均年齢は 39.8 歳である。この企業における営業担当者の特徴は、大学卒業後、
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口の人事情報システム開発に発展するのが B 社の成功シナリオであった。 





４．２ B 社営業活動の状況 
 2003 年以降 2007 年に至る数年、ベテラン営業担当者の転職などが続き、20 歳代後半の中
途採用者を増やしてきた。年間数名ずつ入ってくることになり、特に東京オフィス 52 名のう

























 これらの状況に対して、4 つの部門からなる 1 つの部門長 K 氏が立ち上がった。K 氏は、4
つの部門長のうち一番年長で長く経験し、主に社員教育パッケージツールの販売を一筋に経験
してきた。K 氏は 53 歳であり、26 歳の時に B 社に転職し、34 歳で営業課長、40 歳で営業部





 東京オフィスの営業担当者 52 名が所属する 4 部門（1 部門に 2 つの課が存在し、合計 8 つ
の課から構成されている）である。2007 年度 4 月より、営業経験 5 年以上のベテラン担当者
のノウハウを若手社員に伝授する目的で、「部門横断プロジェクトチーム」を立ち上げた。4 つ
の部門のうち 1 つの K 部門長が、自部門以外の 3 部門長と人事部門長へ協力を得ることによっ
て実現した。 






 選ばれた 12 名のうち、入社 10 年目の T 氏が部門横断プロジェクトリーダーに任命された。
T 氏は、社員教育パッケージツール販売において高い成果をあげ続けてきた。お客様からも信
頼度が高く明るい人柄と面倒見の良さから、他のプロジェクトメンバーからもリーダーに任命




 「部門横断プロジェクトチーム」は 4 月以降毎月 2 回チームメンバー会議を行うことになっ
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6「企業が提供している有形・無形のサービス属性を大きく分けると、本質サービス（機能）と表層サービ
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４．５ 成果創出担当者の営業行動 
 東京オフィスの部門横断プロジェクトチームの会議で話合われた内容を、筆者は主にチーム
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 それぞれの項目はそれぞれ 3 問からの質問とし、すべて 4 点とチェックした場合は、12 点、
すべて 1 点とチェックした場合は、3 点となる。そのうえで、9 点以上 12 点を高得点群とし、
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図表 2:持続的な顧客関係を築く営業行動チェック 











4. 担当している顧客の 5割以上は課長クラスの責任者と会っている。 
5. 担当している顧客の 3割以上は部長クラスの幹部クラスに会っている。 
6. 担当している顧客の 1割以上は経営者と名刺交換したことがある。 
3.同行活用 7. 上司に重点顧客の担当者と名刺交換をしてもらっている。 
8. 上司に重要な商談場面には登場してもらっている。 
9. 提案の最初の段階では同行支援に依存しない。 














16. 商談場面では 3 分以上だらだらと話続けないように心がけている。 
17. 次回の約束や提案事項などをその場で必ず確認している。 
18. 顧客の重要な意見を漏れなくメモしている。 
7.柔軟性 19. 顧客からの要求やご意見などについて積極的に傾聴している。 
20. その場ではっきりと「それは出来ません。無理です」と言わない。 
21. 顧客の言葉を繰り返ししながらその真意を確認している。 
8.訪問以外 22. すべての顧客とのリレーションが途切れないよう、メール・電話等あらゆる手段を有効に活用している。 
23. 顧客の現実を把握し、要求を聴き入れ、重視している価値を尊重している。 
24. 顧客の課題を整理することに注力している。 
9.価値共有 25. 顧客の価値と満足について聴きだし確認している。 
26. 顧客への貢献に焦点を当てて仕事をしている。 
27. 自らの得意分野だけでなく、組織全体の成果について行動している。 
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 第 1 は、「自分たちはコンサルティング営業とか、ソリューション活動をしているので、頭
を下げて物売りをしているのではない」という、プライドが行動を制約してしまったことであ
る。本当の意味において、営業活動のあり方の認識が不足していた。 
 第 2 は、「周りの皆も、そこまでして売上を上げようなんて思っていない」という、横並び
意識とも努力の回避とも取れる意見があげられた。また、「形振り構わず受注するなんてかっこ
悪い」という、努力の回避を正当化する姿勢があった。 
 第 3 は、「ベテラン営業社員だから、あるいは T さんだからできるのであって、私はどうも
まだまだその域に至っていないので･･･」という発言にみられるように、組織での役割意識の欠
如があった。 
 第 4 は、組織の若手営業担当者への指導体制の不備である。これら高業績営業担当者のコン
ピテンシーを明らかにされていないことと、ましてそれらを文書化して若手に伝える体制の整
備に問題があった。 
 以上 4 つ目の要因を解決することが最も重要な要件になっていた。 
 若手やベテランであっても、低業績の営業担当者の場合は、自らの役割を狭い範囲で限定し
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ような意味ともとれる発言が当初見られた。そのため、T 氏はプロジェクトメンバーだけでな

































 2007 年度の活動を振り返ると、2006 年度の 4 つの部門の合計達成率は 98.8％であったのに
対して、2007 年度の 4 つの部門の合計達成率は、102.3％となった。また、驚くべきことに、
部門横断プロジェクトで関わった重点顧客 50 社の 8 割が前年度を上回った。前年度を下回っ
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た顧客も、2006 年度の売上総額が大きかった分の減少にとどまったので、全体として業績が向
上している。さらに、K 部門長が管轄する 2 つの課の営業担当者 14 名全員が、100％売上達成
を果たした。 















 第 1 は、高業績営業担当者の成功要因をコンピテンシーとして整理したことである。成功要
因行動の標準化の研究からアプローチすることの重要性が示唆されたことである。つまり、組
織ルーティンを考察対象として実証研究の重要性が指摘できるであろう。 
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